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令和２年度 月別転入超過数の推移 

 

関西広域連合 構成府県別転入超過数の推移（令和２年度） 

 

表１                               （出典：総務省統計局 住民基本台帳人口移動報告） 

                                                ※マイナスは転出超過 

 

・対東京圏では、広域連合構成府県のすべてが転出超過となっているが、対全国では、大阪府と滋賀県のみが

転入超過となっている。 

 

東京都・東京圏・関西広域連合転入超過数の推移（令和元年度及び令和２年度） 

 

表２ 東京都・東京圏転入超過数の推移（対全国）  （出典：総務省統計局 住民基本台帳人口移動報告） 

 

・東京都の転入超過数は、令和元年度の約８万３千人に対し、令和２年度は約７千５百人と大幅減となってい

る。 

・東京都は令和２年７月から令和３年２月までの８ヶ月間、転出超過となっている。 

・東京圏全体（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）の転入超過数は、令和元年度の約１５万人に対し、令和

２年度の７万５千人と半減している。 

資料６ 



2 

 

表３ 関西広域連合 転出・転入及び転入超過数の推移    （出典：総務省統計局 住民基本台帳人口移動報告） 

 

・広域連合全体は、対東京圏、対全国とも転出超過となっているが、超過数は対東京圏で約 1万１千人、対全

国で約４千人減少した。 

・関西広域連合「第２期関西創生戦略」において、「毎年、東京圏からの転入増と東京圏への転出減を目指す」

ことを基本目標としているが、令和２年度においては、転出は 12,144人の減で目標を達成したが、転入は

1,021人の減で目標達成とはならなかった。 

 


